
79不動産法講義（2）

143

第五節　不動産所有権の内容とその制限

一　所有権の本質

　所有権に関する冒頭規定は，民法 206 条である。同条から所有権の内容・本

質を析出することとしよう。

第 206条　所有者は，法令の制限内において，自由にその所有物の使用，収益及び

処分をする権利を有する。

　ここから，次のことが分かるであろう。第一に，所有権は，使用・収益・処

分をすることができる，完全な物権であるということである。すなわち，所有

権者は所有物について，自ら使用したり，第三者に貸して収益を上げたり，第

三者に譲渡したり，不要になれば遺棄することなどができるのである。他方で，

第二に，所有権に対しては，法令による制限が認められているということであ

る。後者に関しては，憲法 29 条 2 項も，「財産権の内容は，公共の福祉に適合

するように，法律でこれを定める。」とし，同条 3 項は，「私有財産は，正当な

補償の下に，これを公共のために用いることができる。」と規定している。

　所有権に関しては，所有権絶対の原則があり，これは民法の四大原則の一つ

である（ちなみに，他の原則は，権利能力平等の原則，契約自由の原則，過失
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責任の原則である）。それでは，なぜ民法において所有権絶対の原則が採用さ

れているのであろうか。その理由は，封建的な階層的土地所有権（上級所有権）

を排し，土地所有者がそれらに拘束されることなく，自由に使用・収益・処分

することができることが，近代民法の特質であり，日本民法においても同様の

立場が採用されているからである。

二　所有権の範囲

　１　土地所有権の範囲

　それでは，土地所有権は，どこまでの範囲で及ぶのであろうか。この点につ

いては，民法 207 条に規定がある。

第 207条　土地の所有権は，法令の制限内において，その土地の上下に及ぶ。

　同条から，①地中に存する物は，原則，土地所有者の所有に属すること，②

土地所有者は，土地の上空や地下を無断で利用する者に対し，その禁止を求め

られるということを導くことができる。それでは，土地の「上下」とは，どこ

までか。

　この点に関しては，建築技術の進歩等との関連で難しい部分もあるが，土地

利用の利益が存する限度においてのみ及ぶと解するのが妥当であろう。建築技

術の進歩に関連しては，大深度地下について，土地所有権の効力が及ぶのかが

問題になる。この問題に関しては，次の特別法が制定されている。

　２　大深度法

　本法の正式名称は，大深度地下の公共的使用に関する特別措置法である。同

法は 2000 年に制定され，2001 年から施行されている。同法における大深度地

下の定義は，次の［1］または［2］のうちいずれか深い方の深さの地下を指す。

　　［1］地下室の建設のための利用が通常行われない深さ（地下 40m 以深）
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　　［2］ 建築物の基礎の設置のための利用が通常行われない深さ（支持地盤上

面から 10m 以深）

　同法の主旨は，大深度地下について，一定の手続の下，事業者に事業区域の

使用権を与え，土地所有者等の権利行使を制限するものである。そのため，大

深度法の対象となる地域（首都圏，近畿圏，中部圏）における公共使用の場合

は，原則として補償が不要となる。しかし，既存物件がある場合や実際に損失

が発生した場合には，当然補償が必要である。

　大深度法の適用を受けた事業としては，①神戸市大容量送水管整備事業

（2007 年 6 月認可）⑴，②東京外かく環状道路（関越道～東名高速）（2014 年 3

月認可）⑵，③中央新幹線（東京都・名古屋市間）（2018 年 10 月認可）⑶，④一

級河川淀川水系寝屋川北部地下河川事業（2019 年 3 月認可）⑷がある。

　なお，②の事業に関連しては，調布市で陥没事故が発生したことが問題に

なっている。これは，地下 47m を掘削していたところ，その地上にある住宅

街の道路で陥没が起こったり，家が傾いたり，塀に亀裂が入る等の事故が発生

─────────────────
⑴　本事業は，阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ，危険分散も考慮して，市街地を通る耐震性の高い

送水幹線を整備するものである。本線延長は 12.8km であり，大深度地下使用法を適用した範囲は
そのうちわずか約 270m に過ぎない。しかし大深度地下使用法の認可により総延長は約 1km 短縮
され，工期も約 5 ヶ月短縮することができた。また工事費に関しても約 23.4 億円縮減することが
見込まれた。大深度法の適用を受けた事業に関しては，国土交通省 HP を参照した。本稿の叙述も，
同省の HP の内容に基づいている。

⑵　東京外かく環状道路は，東京都心から約 15km 圏に位置し，首都圏の交通渋滞の緩和，環境の改
善等を図ることを目的に計画された総延長約 85km の環状道路である。本事業は，関越道から東名
高速を結ぶ延長 16.2km の道路事業であり，そのうち約 14.2km が大深度地下使用法を適用した範
囲である。

⑶　中央新幹線は，東京都・大阪市間を超電導磁気浮上方式で走行する高速鉄道で結ぶことにより，
速達性が向上されるとともに，中央新幹線及び東海道新幹線の二重系化により災害リスクに対する
機能が強化される等，三大都市圏（東京圏，名古屋圏及び関西圏）を高速かつ安定に結ぶ幹線鉄道
路線の充実を図ることを目的に計画された事業である。本事業は，品川・名古屋間を結ぶ延長約
285.6km の鉄道事業であり，そのうち約 50.3km が大深度地下使用法を適用した範囲である。

⑷　一級河川淀川水系寝屋川北部地下河川事業は，寝屋川流域において頻発する浸水被害の軽減を図
ることを目的に計画された延長約 14.3km の地下河川である。本事業は寝屋川北部地下河川排水機
場から鶴見立坑を結ぶ延長約 4.6km の河川事業であり，そのうち約 2.2km が大深度地下使用法を
適用した範囲である。
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したものである。大深度法の前述の内容からして，事業者側には，誠意ある対

応が強く求められよう。

三　不動産所有権の制限 1─都市計画法

　ここからは不動産所有権の制限について説明することとしよう。第一に，都

市計画法である。都市計画法の目的を同法の 1 条で確認することとしよう。

（目的）

第 1条　この法律は，都市計画の内容及びその決定手続，都市計画制限，都市計画

事業その他都市計画に関し必要な事項を定めることにより，都市の健全な発展と

秩序ある整備を図り，もつて国土の均衡ある発展と公共の福祉の増進に寄与する

ことを目的とする。

　このように，都市計画法は，都市計画を策定することで，都市の健全な発展

と秩序ある整備を図り，国土の均衡ある発展と公共の福祉の増進に寄与するこ

とを目的とする法律である。同法に基づいて，都市計画区域が策定されている。

　１　都市計画区域

　都市計画区域とは，市又は人口，就業者数等が政令で定める要件に該当する

町村の中心市街地を含み，かつ，自然的及び社会的条件並びに人口，土地利用，

交通量等に関する現況及び推移を勘案して，一体の都市として総合的に整備

し，開発し，及び保全する必要がある区域のことである（法 5 条 1 項）。都市

計画区域においては，都市計画法やその他の関連する法令を遵守する必要があ

る。全国土の約 26％が都市計画区域である。そのため，全国土の約 74％は都

市計画区域外ということになる。

　都市計画区域については，無秩序な市街化を防止し，計画的な市街化を図る

ため必要があるときは，都市計画に，市街化区域と市街化調整区域との区分（以
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下「区域区分」という。）を定めることができる（法 7 条 1 項）。なお，区域区

分は定期的にあるいは臨時に見直される。

　① 市街化区域とは，すでに市街地を形成している区域及びおおむね十年以内

に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域のことである（法 7 条 2 項）。

全国土の約 4％弱が市街化区域である。

　② 市街化調整区域とは，市街化を抑制する区域であり，原則として，居住建

物の建築は不可であるが，例外的に，第一次産業従事者の居住建物等は建

築できるとする区域である（法 7 条 3 項）。全国土の約 10％前後が市街化

調整区域である。

　③ なお，①にも②にも区分されていない区域もあり，これを非線引区域とい

う。全国土の約 12％前後が非線引区域である。

　もっとも，都市計画区域外の乱開発を防ぐ観点から，2000 年には，④準都市

計画区域が創設された。準都市計画区域とは，都市計画区域外のうち，相当数

の建築物その他の工作物の建築若しくは建設又はこれらの敷地の造成が現に行

われ，又は行われると見込まれる区域を含み，かつ，自然的及び社会的条件並

びに農業振興地域の整備に関する法律その他の法令による土地利用の規制の状

況等に関する現況及び推移を勘案して，そのまま土地利用を整序し，又は環境を

保全するための措置を講ずることなく放置すれば，将来における一体の都市とし

ての整備，開発及び保全に支障が生じるおそれがあると認められる一定の区域の

ことである（法 5 条の 2 第 1 項）。具体的には，高速道路のインターチェンジ付近

や神社・仏閣の周辺地域が，この準都市計画区域に指定される場合がある（例え

ば，永平寺準都市計画区域）。なお，準都市計画区域は，全国土の 1％未満である。

　①～④の区域のイメージに関しては，次の図を参照してもらいたい⑸。
─────────────────
⑸　以下，都市計画法および建築基準法に関する図や表に関しては，国土交通省作成のもの（国土交

通省 HP にも掲載）を転載させていただいた。図や表の提供に御協力いただき，転載を御快諾いた
だいた国土交通省不動産・建設経済局地価調査課鑑定評価指導室の平本佳恵課長補佐には，この場
を借りて心より御礼申し上げる。
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　２　用途地域

　都市計画区域は，都市の健全な発展と秩序ある整備のため，さらに 13 の用

途地域に区分することができるとされている（法 8 条 1 項 1 号，9 条。なお

2017 年改正により，それまでの 12 の用途地域に加えて，後述⑧の田園住居地

域が追加されている）。また，準都市計画区域でも，この用途地域を定めるこ

とができる（法 8 条 2 項）。13 の用途地域は，住居系 8 つ，商業系 2 つ，工業

系 3 つから構成されている。具体的には，次のとおりである。

　住居系─①第 1 種低層住居地域，②第 2 種低層住居地域，

　　　　　③第 1 種中高層住居専用地域，④第 2 種中高層住居専用地域，

　　　　　⑤第 1 種住居地域，⑥第 2 種住居地域，⑦準住居地域，

　　　　　⑧ 田園住居地域（農地や農業関連施設などと調和した低層住宅の良

好な住環境を守る地域。ビニールハウス，倉庫や直売所，農家レ

ストランが建築可）
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　商業系─⑨近隣商業地域，⑩商業地域

　工業系─⑪準工業地域，⑫工業地域，⑬工業専用地域

　各用途地域のイメージは次図を参照されたい（出典：国土交通省 HP）。
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　各用途地域には，それぞれにふさわしい建築物のみ建築可能である。具体的

には，用途地域における建築物の制限が，次の四で詳述する建築基準法 48 条
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および同法別表第 2 により課せられており，次のようにまとめることができる

（出典：国土交通省 HP）。
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　３　防火地域・準防火地域

　都市計画法では，公共の福祉の増進に寄与することを目的として，防火地域

等に関しても定めを置いている。「防火地域・準防火地域」は，市街地におけ

る火災を防ぎ，火災の危険を取り除くための地域で，都市計画法に定められて

いるものである（都市計画法 8 条 1 項 5 号，9 条 21 号）。

　「防火地域」は，市街地において最も火災の危険度が高い地域として，駅前

や建物の密集地などに多く設定されている。「準防火地域」は，防火地域に次

いで危険度が高い地域として，防火地域の周辺に多く設定されるエリアであ

る。防火地域・準防火地域に建物を建築する場合には，それぞれ建築基準法に

定められた建築制限に従う必要がある（建築基準法 61～ 66 条）。

　防火地域・準防火地域の建築制限（どのような建築物を建てなければならな

いか）は，「地域」，「建築物の延べ面積」，「階数」に応じて決められている（平

成 30 年建築基準法改正に基づく建築制限について，次の表参照。出典：国土

交通省 HP）。

　最も制限の厳しい「耐火建築物」には，「耐火構造」（建築基準法 2 条 7 号，

同法施行令 107 条。主要構造部（壁，柱，床，はり，屋根，階段）が，通常の

火災が終了するまでの 1～ 2 時間，建築物の倒壊・延焼を防止するために必要

な構造。鉄筋コンクリート造・れんが造等）が要求される（同法 2 条 9 号の 2）。

　「準耐火建築物」には，「準耐火構造」（同法 2 条 7 号の 2，同法施行令 107

条の 2。主要構造部が通常の火災による延焼を抑制するために必要な構造。主

要構造部を耐火被覆すれば，木造でも可）が求められる（同法 2 条 9 号の 3）。

　現在の防火地域等における建築制限は，次の図のとおりである（出典：国土

交通省 HP）。
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※ 1： ①隣地境界線等から 1m 以内の外壁の開口部に防火設備、②外壁の開口部の面積は隣地境界線等からの距離に
応じた数値以下、③外壁を防火構造とし屋内側から燃え抜けが生じない構造、④軒裏を防火構造、⑤柱・はり
が一定以上の小径、又は防火上有効に被覆、⑥床・床の直下の天井は燃え抜けが生じない構造、⑦屋根・屋根
の直下の天井は燃え抜けが生じない構造、⑧ 3 階の室の部分とそれ以外の部分とを間仕切壁又は戸で区画する
ことが必要。

※ 2： 木造建築物の場合は、外壁・軒裏を防火構造とし、かつ、外壁開口部に片面防火設備を設けた建築物とする。
それ以外の場合は、外壁開口部に片面防火設備を設けた建築物とする。
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四　不動産所有権の制限 2─建築基準法

　つづいて，不動産所有権の制限の第二は，建築基準法である。建築基準法の

目的を同法の 1 条で確認することとしよう。

（目的）

第 1条　この法律は，建築物の敷地，構造，設備及び用途に関する最低の基準を定

めて，国民の生命，健康及び財産の保護を図り，もつて公共の福祉の増進に資す

ることを目的とする。

　このように，建築基準法は，建築物に関する最低限度の基準を設けることで，

国民の生命，健康，財産の保護を図り，もって公共の福祉の増進に資するため

の法律である。同法の制限として，最も重要なのは，建蔽率と容積率である。

　１　建蔽率と容積率

　建蔽率とは，敷地面積に対する建築面積の割合のことである（法 53 条）。建

蔽率は，当該土地のうち，どこまでの広さについて建物を建てるために有効利

用することができるのかを制限することで，周囲の土地との間に間隔を作り，

防火（類焼の抑止）や日照・通風の確保等を図る観点から採り入れられている

ものである。建蔽率は，都市計画法のところで確認した用途地域ごとに上限値

が設定されており，制限を超えた建物を建てることができない。

　容積率とは，敷地面積に対する延床面積（延べ床面積）の割合のことである

（法 52 条）。延床面積とは，各階の床面積の合計を意味し，制限を超えた建物

を建てることができない。容積率は，当該土地の上に，どのくらいの大きさの

建物を建てることができるのかについて制限をすることで，周囲の建物との間

で作られる調和的な景観を保持し，また日照・通風の確保等を図る観点から採

り入れられているものである（以上につき，次の表群を参照。出典：国土交通

省 HP）。



91不動産法講義（2）

155

建蔽率制限の特例：
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　２　高さ制限

　建築基準法の制限として，次に重要なのは，高さ制限である。高さ制限には，

次の各種のものがある。
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　①絶対高さ制限（法 55条）

　第 1 種低層住居専用地域，第 2 種低層住居専用地域，田園住居地域において

は，良好な住環境を確保するため，建築物の高さは 10m 又は 12m のうち都市

計画で定めた高さの限度を超えてはならない（第 1 項）。

　その概要は，次のとおりである（次の表と説明を参照。出典：国土交通省

HP）。

　②道路斜線制限（法 56条 1項 1号）

　道路上空の空間を確保して，採光や開放感を与えるための制限である。

　第 1 種低層住居専用・第 2 種低層住居専用・第 1 種中高層住居専用・第 2 種

中高層住居専用・第 1 種住居・第 2 種住居・準住居の各地域内の建築物の各部

分の高さは，前面道路の反対側の境界線までの水平距離の 1.25 倍以下に，そ

の他の地域では 1.5 倍以下に制限される。詳細については，別表第 3 に整理さ

れている。

　③隣地斜線制限（法 56条 1項 2号）

　隣地の日照や採光，通風を確保するための制限である。
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　第 1 種中高層住居専用・第 2 種中高層住居専用・第 1 種住居・第 2 種住居・

準住居の各地域内の建築物の各部分の高さは，その部分から隣地境界線までの

水平距離の 1.25 倍に 20m を加えたもの以下に，また，その他の地域（第 1 種

低層住居専用・第 2 種低層住居専用を除く。）では，2.5 倍に 31m を加えたも

の以下に制限される。

　④北側斜線制限（法 56条 1項 3号）

　北側にある土地の日照を確保するための制限である。

　第 1 種低層住居専用・第 2 種低層住居専用の各地域内の建築物の各部分の高

さは，その部分から前面道路の反対側境界線又は隣地境界線までの真北方向の

水平距離の 1.25 倍に 5m（第 1 種中高層住居専用地域・第 2 種中高層住居専用

地域内では 10m）を加えたもの以下に制限される。

　②～④の斜線制限のイメージとその詳細は，次のとおりである（次の表を参

照。出典：国土交通省 HP）。

道路
斜線

適用
範囲 20,25,30,35

20,31 31

5 10

20,31

20,25,30,
35,4045,50

20,25
30,35

20,25,3
0

立上り

立上り

隣地
斜線

北側
斜線
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　３　日影規制（法 56条の 2）

　日影規制とは，住居系の用途地域において日照を確保するために，敷地境界

線から一定の範囲内に，一定の時間以上の日影を生じさせないようにすること

で，中高層建築物の高さを制限するものである。どの程度の時間以上，日影と

なる部分を生じさせることのないものとするかは，地方公共団体がその地方の

気候及び風土，土地利用の状況等を勘案して条例で指定する。ただし，特定行

政庁が，土地の状況等により周囲の居住環境を害するおそれがないと認めて建

築審査会の同意を得て許可した場合や，当該許可を受けた建築物を周囲の居住

環境を害するおそれがないものとして政令で定める位置及び規模の範囲内にお

いて増改築し，若しくは移転する場合においては，当該制限を超えることがで

きる。

　日影規制のイメージは，次のとおりである（次の表を参照。出典：国土交通

省 HP）。詳細については，別表第 4 に整理されている。

　４　接道義務

　建築基準法上の重要な制限に，接道義務がある。接道義務とは，建築基準法

対象建築物

日影規制
時間

（道の区域内
における時間）

軒高＞7m又は
地上階数≧3階

5m＜
範囲①
≦10m

3,4,5
（2,3,4）

3,4,5
（2,3,4）

3,4,5
（2,3,4）

3,4,5
（2,3,4）

4,5
（3,4）

軒高＞7m又は
地上階数≧3階

高さ＞
10m

高さ＞
10m

高さ＞10m
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43 条で規定されている内容で，建物の敷地は，建築基準法上の道路（原則，

幅員 4m 以上の道路）に 2m 以上接していなければならないというものである。

その理由は，災害が発生したときに迅速な避難や消火・救命活動を行うため，

ないしは日照や採光・通風を確保するためである。

　それでは，建築基準法上の道路としては，どのようなものがあるであろうか。

　法 42 条 1 項各号の道路は，幅員 4m 以上のものである。これに対して，法

42 条 2 項道路として，「みなし道路」が認められている。すなわち，建築基準

法施行時に，既に建物が建ち並んでいた土地に接する幅員 4m 未満の道路で，

「ある一定の要件を満たす道路であれば，幅員が 4m に満たなくてもよい」と

特定行政庁が指定した道路のことを指す。この場合，建替えの際には，セット

バック（道路の中心線から 2m 離れたところまで建物の端をバックさせること）

が必要になるので，注意が必要である。

　また，次の基準に適合する建築物で，特定行政庁が交通上，安全上，防火上

及び衛生上支障がないと認めて建築審査会の同意を得て許可したものは，上記

の接道義務を満たさない敷地にも建築することができる（施行規則 10 条の 3

第 4 項）。

（出典：国土交通省 HP）
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　５　防 火のための建物構造規制と接境建築 

─建築基準法 63条（旧 65条）と民法 234条 1項の関係性

　境を接して，建物を建築することが認められる場合はあるか。一見すると，

建築基準法と民法とで矛盾する規定が存在するため，両条の関係をどのように

解釈するかが問題となった。その両条とは，建築基準法 63 条（旧 65 条）と民

法 234 条 1 項である。条文を確認しよう。

（隣地境界線に接する外壁）

建築基準法第 63条　防火地域又は準防火地域内にある建築物で，外壁が耐火構造

のものについては，その外壁を隣地境界線に接して設けることができる。

（境界線付近の建築の制限）

民法第 234条 1項　建物を築造するには，境界線から 50 センチメートル以上の距

離を保たなければならない。

　すなわち，建築基準法によると，外壁が耐火構造のものについては，接境建

築が認められる。他方で，民法によると，建物築造の際は，境界線から 50㎝

離す必要がある。どう考えるべきか。この問題については，判例（最判平成

元 .9.19 日民集 43-8-955）がある。この判例は，次のように判示した。

「 建築基準法 65 条は，防火地域又は準防火地域内にある外壁が耐火構造の建築物

について，その外壁を隣地境界線に接して設けることができる旨規定しているが，

これは，同条所定の建築物に限り，その建築については民法 234 条 1 項の規定の

適用が排除される旨を定めたものと解するのが相当である。」

「 けだし，建築基準法 65 条は，耐火構造の外壁を設けることが防火上望ましいと

いう見地や，防火地域又は準防火地域における土地の合理的ないし効率的な利用

を図るという見地に基づき，相隣関係を規律する趣旨で，右各地域内にある建物

で外壁が耐火構造のものについては，その外壁を隣地境界線に接して設けること

ができることを規定したものと解すべき…」
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「 …同条は，建物を建築するには，境界線から 50 センチメートル以上の距離を置

くべきものとしている民法 234 条 1 項の特別を定めたものと解して初めて，その

規定の意味を見いだしうるからである。」

　このように，判例は，建築基準法 63 条（旧 65 条）と民法 234 条 1 項の関係

性に関しては，建築基準法 63 条（旧 65 条）所定の建築物に限り，その建築に

ついては民法 234 条 1 項の規定の適用が排除される，その意味では特則になる

として，接境建築を認めたものである。防火地域又は準防火地域は，都市の中

心部に設定されることが多いから，都市部における土地の有効活用の観点から

妥当な判断であると評することができよう。

五　不動産所有権の制限 3─相隣関係

　相隣関係とは，隣・近所との関係に関する民法の規定のことである。民法で

は，209 条から 238 条まで，相隣関係に関する規定が置かれている。相隣関係

については，所有者不明土地問題に関連して，2021 年にその一部が改正され

ている⑹。相隣関係では，次の 5 つが重要である。

　１　隣地使用権（民法 209条）

　越境した竹木の枝の切取りをする場合や，電気・ガス・水道といったライフ

ラインを隣地に設置する場合などには，隣地を使用する必要が生じる。しかし，
─────────────────
⑹　「民法等の一部を改正する法律」（令和 3 年法律第 24 号）。以下，本改正を 2021 年改正と呼ぶ。

本改正に関する解説書として，荒井達也『Q&A 令和 3 年民法・不動産登記法改正の要点と実務へ
の影響』（2021 年，日本加除出版），七戸克彦『新旧対照解説改正民法・不動産登記法』（2021 年，
ぎょうせい），松尾弘『物権法改正を読む：令和 3 年民法・不動産登記法改正等のポイント』（2021
年，慶應義塾大学出版会），同『所有者不明土地の発生予防・利用管理・解消促進からみる改正民法・
不動産登記法』（2021 年，ぎょうせい），日本弁護士連合会　所有者不明土地問題等に関するワー
キンググループ編『新しい土地所有法制の解説─所有者不明土地関係の民法等改正と実務対応』
（2021 年，有斐閣），村松秀樹＝大谷太編『Q&A 令和 3 年改正民法・改正不登法・相続土地国庫帰
属法』（2022 年，きんざい）等がある。
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2021 年改正前の民法旧 209 条では，「土地の所有者は，境界又はその付近にお

いて障壁又は建物を築造し又は修繕するため必要な範囲内で，隣地の使用を請

求することができる」と規定されていた。そのため，隣地の使用の許可を隣地

所有者に対し確認する必要があると解釈されていた。そこで，隣地が所有者不

明土地の場合には，所有者が判明せず，探すまでに手間がかかってしまい，土

地を有効に活用できないという問題があった。

　そこで改正民法 209 条では，「土地の所有者は，次に掲げる目的のため必要

な範囲内で，隣地を使用することができる」と規定し，土地の所有者が隣地を

使用する権利を有していることを明確にした。その改正のポイントは次のとお

りである。

　改正点の第 1 は，隣地使用権の原則についてである。改正前の 209 条本文は，

「…隣地の使用を請求することができる。」と規定していた。しかし，隣地所有

者が不明であったり，連絡がつかないことを考えて，原則として，土地の所有

者は，次の 1 号から 3 号に掲げる目的のため必要な範囲内で，隣地を使用する

ことができると改正された（1 項本文）。そして例外的に，住家については，

その居住者の承諾がなければ，立ち入ることはできないとされた（1 項但書）。

　改正点の第 2 は，隣地使用の目的の明文化である。1 項各号の目的のため隣

地使用権が認められる。その各号とは，1 号：境界又はその付近における障壁，

建物その他の工作物の築造，収去又は修繕，2 号：境界標の調査又は境界に関

する測量，3 号：枝の切取りである。

　改正点の第 3 は，隣地使用に関する「必要最小限度である必要」の明示であ

る。すなわち，使用の日時，場所及び方法は，隣地の所有者及び隣地を現に使

用している者（隣地使用者）のために損害が最も少ないものを選ばなければな

らない（2 項）。

　改正点の第 4 は，「通知義務」である。すなわち，隣地を使用する者は，あ

らかじめ，その目的，日時，場所及び方法を隣地の所有者及び隣地使用者に通
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知しなければならない。ただし，あらかじめ通知することが困難なときは，使

用を開始した後，遅滞なく，通知することをもって足りる（3 項）。

　なお，隣地の所有者又は隣地使用者が損害を受けたときは，その償金を請求

することができるのは，従前どおりである（4 項）。

　２　公道に至るための他の土地の通行権（民法 210～ 213条）

　自分の所有地が袋地で，公道に出る路がないときは，周囲の土地のうち，必

要最小限の部分を通行することができる（210，211 条）。この場合，1 年分ず

つ償金を支払う必要がある（212 条）。

　袋地の所有者は，袋地について所有権移転登記を受けていない場合でも，他

の土地の所有者に対して通行権を主張できる（最判昭和 47.4.14 日民集 26-3-

483）。もっとも，この場合，建築基準法上，建物を建て直すことができないこ

とに注意が必要である。

　なお，以上の原則には，例外がある。すなわち，もともと 1 つの土地を分割

したために，袋地が生じた場合には，同時に分割した他の土地しか通行できな

い。周りに迷惑をかけないためである。この場合には，償金を支払う必要はな

い（213 条）。

　３　継続的給付を受けるための設備設置権及び設備使用権（民法 213条の 2）

　他人の土地や設備を使用しなければライフラインの継続的供給を受けること

ができない土地の所有者は，どうすれば良いか。この問題については，2021

年改正前には，民法旧 209 条の隣地使用権についての規定の類推適用により，

他人の土地に設備を設置することや他人の設備を使用することができると解釈

されていた。しかし，明文化はされていなかった。そのため，設備の設置や使

用を拒否された場合や，設置をしようとした場所が所有者不明土地の場合に

は，ライフラインの設置は困難であった。そこで，他人の土地や設備を使用し
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なければライフラインの継続的供給を受けることができない土地の所有者が，

他人の土地に設備を設置することや他人の設備を使用することができる旨が明

文化された。

　こうして設備設置権・使用権は，電気・ガス・水道水等の継続的給付を受け

るため，2021 年改正により新設された。その内容は，次のとおりである。

　①土地の所有者は，他の土地に設備を設置し，又は他人が所有する設備を使

用しなければ電気，ガス又は水道水の供給その他これらに類する継続的給付を

受けることができないときは，継続的給付を受けるため必要な範囲内で，他の

土地に設備を設置し，又は他人が所有する設備を使用することができる（1項）。

　設備設置権・使用権に関しても，②必要最小限である必要（2 項）および，

③通知義務（3 項）については，1 の隣地使用権と同様である。また，④土地

や設備使用による損害に対する償金支払義務（5 項，6 項）と，⑤元々一体の

土地であった場合の特則（例外）については，2 の場合と同様である（213 条

の 2）。

　４　隣地の竹木の扱い（民法 233条）

　越境した竹木の枝の切取りについては，2021 年改正前には，民法旧 233 条 1

項の規定により，竹木の所有者に枝を切除させる必要があった。しかし，竹木

の所有者が枝を切除しない場合には，訴訟を提起して勝訴判決を得た上で，強

制執行の手続きにより枝を切除するほかなかった。また，竹木のある土地が所

有者不明土地の場合や，枝が越境する度に訴訟を提起する煩を避けることへの

考慮が必要とされた。そこで，民法 233 条が次のように改正されたのである。

　まず，改正民法 233 条 3 項は，越境された土地の所有者が自ら枝を切除でき

る場合を 3 つ明文化した。1 つ目は「竹木の所有者に枝を切除するよう催告し

たにもかかわらず，竹木の所有者が相当の期間内に切除しないとき」，2 つ目

は「竹木の所有者を知ることができず，又はその所在を知ることができないと
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き」，3 つ目は「急迫の事情があるとき」である。

　また，竹木が共有物の場合，改正民法 233 条 2 項では「竹木が数人の共有に

属するときは，各共有者は，その枝を切り取ることができる」と規定され，各

共有者が越境している枝を切除できることとなった。そのため従来，共有物の

変更行為にあたる枝の切除は，他の共有者全員の同意を得なければ実行でき

ず，枝の切除のためだけにかなりの時間と労力を要したが，共有者 1 人にさえ

許可をとることができれば枝の切除が可能となった。

　土地の所有者が，隣地の竹木の根が境界線を越えるときは，その根を切りと

ることができる（4 項）ことについては，2021 年改正前と同様である。

　５　境界線近くの建築（民法 234，235条）

　建物を建てるときは境界線から 50cm 以上離さなければならない（234 条）。

これが，民法の原則である。この原則に違反して建築をしようとする者がある

ときは，隣地所有者は建築の中止や変更をさせることができる。ただし，建築

着手から 1 年経過後，ないしは建築竣成後は損害賠償の請求のみをすることが

できる（234 条 2 項）。

　境界線から 1m 以内に隣地を見られる窓や縁側を造った者は，目隠しをつけ

なければならない（235 条）。

六　不動産所有権の制限 4─共有

　１　共有の意義

　共有とは，1 個の物を数人の者が共同して所有することをいう。この場合に，

各共有者が有する所有権の割合を「持分」という。持分の割合が不明なときは

等しいものと推定される（250 条）。



103不動産法講義（2）

167

　２　共有物の使用・収益（民法 249条）

　共有物を使用したり，共有物を賃貸する場合，共有者はどのような規律に服

するであろうか。この問題については，まず各共有者は共有物の全部について，

持分に応じた使用・収益をすることができる（1 項）。たとえば，共有物が別

荘である場合，3 分の 1 の共有持分権者でも，自らが使用する際には，当然の

ことながら別荘の全部を使用することができる。

　次に 249 条に関しては，次の 2 項と 3 項が，2021 年改正によって新たに追

加された。すなわち，共有物を使用する共有者は，別段の合意がある場合を除

き，他の共有者に対し，自己の持分を超える使用の対価を償還する義務を負う

（2 項）。また，共有者は，善良な管理者の注意をもって，共有物の使用をしな

ければならない（3 項）。いずれも，他の共有持分権者の保護のため，明文化

されたものであるといえよう。

　３　共有持分の処分

　各共有者は，自由に持分の譲渡や放棄をすることができる（持分権の自由譲

渡性）。譲渡の場合には，買受人と他の共有者の共有となる。放棄の場合には，

他の共有者の持分が増加する。死亡して相続人がないときも同じである（255

条）。

　４　共有物の変更・譲渡（民法 251条）

　共有物の変更に関する規定については，解釈が分かれている行為の解釈を明

確化させることで，共有物の円滑な利用を可能にすることを目的とした民法の

改正が 2021 年に行われた。

　すなわち，ある行為が変更行為にあたるか否か，その取扱いに疑義がある場

合，実務では変更行為と解釈されるのを恐れて共有者全員の同意を必要として

いた（民法旧 251 条 1 項参照）。そこで，解釈が分かれている行為の解釈を明
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確化し，持分の価格の過半数の同意で行えることを明文化したのである。

　具体的には，共有物に軽微な変更を加える場合，改正前には変更行為と解釈

される恐れがあったが，改正民法 251 条 1 項括弧書きに「その形状又は効用の

著しい変更を伴わないものを除く。」と明文化したことにより，持分の価格の

過半数の同意で行えることとなった。

　また，賃借権等の使用収益権の設定に関しては，短期の賃貸借に関しては管

理行為にあたるから，持分の価格の過半数で決定できるが，長期の賃借権等に

ついては全員同意が必要と解されていた。しかし，短期と長期の分水嶺に関す

る明文がないために，実務上，慎重を期して全員同意を求めざるを得ないため，

共有不動産の円滑な利用が阻害されていた。そこで，長期かどうかの解釈を一

致させるため，改正民法 252 条 4 項では，短期の期間が明定された。そのため，

同条同項の期間を超える賃借権の設定は，変更行為にあたることになる。

　以上を踏まえて，共有物の売却や共有農地の宅地への変更，共有建物の形状

又は効用の著しい変更を伴う増改築，長期の賃借権の設定の場合等，共有物の

変更や譲渡をする場合には，共有者は次のような規律に服する。

　すなわち，251 条 1 項により，共有物に変更を加え，あるいは譲渡するには，

他の共有者の全員の同意が必要である。なぜなら，他の共有持分権者に重大な

影響を及ぼすからである。そのため，判例は，同意なしにした変更に対しては，

他の共有者は差止めや現状回復を請求できるとしている（最判平成 10.3.24 判

時 1641-80）。

　また，共有物の変更に関しては，2021 年改正により，共有者が他の共有者

を知ることができず，又はその所在を知ることができないときは，裁判所は，

共有者の請求により，当該他の共有者以外の他の共有者の同意を得て，共有物

に変更を加えることができる旨の裁判をすることができるとされた（民法 251

条2項）。所在等不明共有者については，一般的に当該共有物を利用しておらず，

その利用行為について利害や関心等がないと考えられるし，管理行為に係る判
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断を他の共有者の判断に委ねても，当該所在等不明共有者の合理的意思に直ち

に反することもないと考えられるからである。

　５　共有物の管理・保存（民法 252条）

　共有物の管理は，持分価格の過半数で決定する（1 項）。管理とは，単に壊

されないよう見ておくというだけでなく，誰が利用するとか，それに対してい

くら支払う等をも含む広い意味である。すなわち，共有物の変更と保存を除く，

全ての事柄が管理に含まれる。そこで，皆で順番に利用すると決めたのに，一

人だけが使い続ける場合には，他の共有者は持分権侵害を理由に損害賠償を求

めることができる。

　ただし，保存行為は単独でできる（5 項）。保存行為の例としては，不法占

拠者への妨害排除請求がある。252 条に関しては，2021 年改正により，新たに

次の点が追加された。

　まず，裁判所は，次の場合には，「他の共有者」以外の共有者の持分の価格

に従い，その過半数で共有物の管理事項を決せられる旨の裁判をすることがで

きるとされた（2 項）。

　　一 　共有者が他の共有者を知ることができず，又はその所在を知ることが

できないとき。

　　二 　共有者が他の共有者に対し相当の期間を定めて共有物の管理に関する

事項を決することについて賛否を明らかにすべき旨を催告した場合にお

いて，当該他の共有者がその期間内に賛否を明らかにしないとき。

　次に，共有物の管理に関する決定が，共有者間の決定に基づいて共有物を使

用する共有者に「特別の影響」を及ぼすべきときは，その承諾を得なければな

らないこととなった（3 項）。

　さらに，共有者は，共有物について，次の各号の短期賃借権を設定すること

ができると明文化された（4 項）。なぜなら，短期賃貸借は管理行為にあたる
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と考えられているからである。具体的には，以下のとおりである。

　　一　樹木の栽植又は伐採を目的とする山林の賃借権等 10 年

　　二　前号の賃借権等以外の土地の賃借権等 5 年

　　三　建物の賃借権等 3 年

　　四　動産の賃借権等 6 箇月

　６　共有物の管理者（民法 252条の 2）

　共有物の管理者に関する民法 252 条の 2 は，2021 年改正により導入された

ものである。共有物の管理者を選び，その管理者に共有物の管理を委ねること

ができれば，円滑に管理が進むが，2021 年改正前の民法には，共有物の管理

者に関する規定が存在しなかった。そこで，管理者の選任や解任は，共有者の

持分価格における過半数の同意で決定でき，管理者は管理行為をすることがで

きると規定された。その内容は，以下のとおりである。

　共有者は，共有物の管理者を選任し，又は解任することができる（252 条 1

項前段括弧内）。共有物の管理者は，共有物の管理に関する行為をすることが

できる（252 条の 2 第 1 項本文）。ただし，共有者の全員の同意を得なければ，

その形状又は効用の著しい変更を伴わないものを除き，共有物に変更を加える

ことができない（同条 1 項但書）。

　また，共有物の管理者が共有者，又はその所在を知ることができないときは，

裁判所は，共有物の管理者の請求により，当該共有者以外の共有者の同意を得

て共有物に変更を加えられる旨の裁判をすることができる（2 項）。

　さらに，共有物の管理者は，共有者が共有物の管理に関する事項を決した場

合には，これに従ってその職務を行わなければならない（3 項）。管理事項を

遵守する義務であるが，善管注意義務の一環ということができよう。そのため，

この義務に違反して行った共有物の管理者の行為は，共有者に対してその効力

を生じない。ただし，共有者は，これをもって善意の第三者に対抗することが
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できない（4 項）。取引の安全を図る見地からである。

　７　共有物の分割（民法 258条）

　共有物の分割は，共有関係の円滑な解消に関する規定である。そもそも，各

共有者はいつでも共有物の分割を請求できる（256 条 1 項本文）。この分割請

求の自由は，持分権の自由譲渡性と並ぶ特質である。ここには，所有権の自由

譲渡性の本質がそのまま残っている。

　分割方法について共有者の協議がまとまらないときは，裁判所に分割を請求

することができる（258 条 1 項）。分割方法は 3 種類あるとされていた。①現

物分割，②代価分割，③価格賠償の 3 つである。

①現物分割

　裁判による分割の原則で，現物自体を分割する方法のことである。実際には，

柔軟な処理がなされており，各共有者の取得する現物に価格差があるときは，

対価の支払による調整をしたり，分割請求者の持分の限度で分割し，残りを他

の共有者の共有として残すことも許される（最大判昭和 62.4.22 民集 41-3-

408）。

②代価分割

　現物分割が困難なときは，裁判所はその競売を命ずることができる。この売

却代金を共有者に分割するのが代価分割である。

③価格賠償

　持分以上の現物を得た共有者が，他の共有者に価格で賠償する方法のことで

ある。最高裁は，「特段の事情」があるときは，1 人が単独所有権を取得し，

他の共有者は持分の価格賠償を受ける「全面的価格賠償」も許されるとした

（最判平成 8.10.31 民集 50-9-2563）。この「特段の事情」とは，①諸事情を考慮

して特定の者に取得させるのが相当であると認められ，②持分価格の賠償で

も，価格が適正に評価され，取得者に支払能力があるため共有者間の実質的公
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平を害しないと認められることである（同旨最判平成 9.4.25 判時 1608-91，最

判平成 10.2.27 判時 1641-84，最判平成 11.4.22 判時 1675-76）。

　ところが，2021 年改正前の民法旧 258 条では，現物分割（旧 1 項）と代価

分割（旧 2 項）の 2 つの方法のみが，共有物の分割方法として挙げられていた。

もっとも，判例では，価格賠償等の柔軟な分割方法が許容されていた。しかし，

その明文化はされておらず，分割方法の検討順序も不明確であった。

　そこで改正民法 258 条では，共有物を共有者の 1 人の所有とし，共有物を取

得した者が他の共有者に代償金を支払う方法である価格賠償を明文化した（2

項 2 号）。また，3 つの分割方法の検討順序も明確にし，現物分割と価格賠償

のいずれの方法でも共有物が分割できないとき，又は分割によってその価格を

著しく減少させる時があるときは代価分割を行うとした（3 項）。詳しくは，

次のとおりである。

　① 共有物の分割について共有者間に協議が調わないとき，又は協議をするこ

とができないときは，その分割を裁判所に請求することができる（1 項）。

　② 裁判所は，次に掲げる方法により，共有物の分割を命ずることができる（2

項）。

　　一　共有物の現物を分割する方法（＝現物分割）

　　二 　共有者に債務を負担させて，他の共有者の持分の全部又は一部を取得

させる方法（＝価格賠償）

　③ 前項に規律する方法により共有物を分割することができないとき，又は分

割によってその価格を著しく減少させるおそれがあるときは，裁判所は，

その競売を命ずることができる（＝代価分割）。

　④ 裁判所は，共有物の分割の裁判において，当事者に対して，金銭の支払，

物の引渡し，登記義務の履行その他の給付を命ずることができる（＝柔軟

な調整規定）。
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　８　相続財産に属する共有物の分割の特則（民法 258条の 2）

　2021 年改正により，相続財産に属する共有物の分割の特則として，民法 258

条の 2 の規定が追加された。遺産分割の未了を原因とする所有者不明土地の発

生を防止するための方策の一環である。当初，遺産分割の手続を利用できる期

間に制限を設け，その後は，法定相続分に従って遺産の分割がされたものとみ

なす，との案が提示されていた。しかし，有力な反対があったため，以下の規

定となった。

　まず，共有物の全部又はその持分が相続財産に属する場合において，共同相

続人間で当該共有物の全部又はその持分について遺産の分割をすべきときは，

当該共有物又はその持分について，258 条の規律による分割をすることができ

ない（1 項）。すなわち，相続財産に関しては，遺産分割手続を優先するとさ

れたわけである。

　次に，共有物の持分が相続財産に属する場合において，相続開始の時から

10 年を経過したときは，前項の規定にかかわらず，相続財産に属する共有物

の持分について分割をすることができる。ただし，当該共有物の持分について

遺産の分割の請求があった場合において，相続人が当該共有物の持分について

分割をすることに異議の申出をしたときは，この限りでない（2 項）。すなわち，

相続開始時から 10 年を経過した場合には，遺産分割手続の優先を外し，共有

物分割請求をも容認したわけである。ただし，相続人が異議を述べたときは，

この限りでないとされた。

　そして，相続人が，前項ただし書の申出をする場合には，当該申出は，当該

相続人が共有物分割請求を受けた裁判所から当該請求があった旨の通知を受け

た日から 2 箇月以内に当該裁判所にしなければならない（3 項）。すなわち，

前項但書の異議は，2 箇月以内に裁判所に申し出なければならないとされてい

る。
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　９　所有者不明土地の共有関係の解消

　2021 年改正により，所有者不明土地の共有関係の解消に関する規定が新設

された。所在者不明土地の共有物の管理に関しては，①共有物の管理と共有者

間の同意に関する改正民法 252 条 2 項や，②共有物の管理者に関する改正民法

252 条の 2 第 2 項が関連規定としてすでに存し，さらに③改正民法 258 条の裁

判による共有物分割の方法もある。

　しかし，いずれも手続的に負担は小さくない上に，所有者不明土地の場合，

共有者の所在が分からないため，裁判による共有物分割は困難である。そこで，

所有者不明土地において，所在が分からず連絡が取れない共有者との共有関係

を解消できる旨の規定を 2 つ新設した。第 1 に，改正民法 262 条の 2 の所在等

不明共有者の持分の取得，第 2 に，改正民法 262 条の 3 の所在等不明共有者の

持分の譲渡である。以下，説明しよう。

　９-１　所在等不明共有者の持分の「取得」（民法 262条の 2）

　不動産が数人の共有に属する場合に，他の共有者が不明，又は所在不明のと

きは，裁判所は共有者の請求により，その共有者に「所在等不明共有者」の持

分を取得させる旨の裁判をすることができる制度が創設された（1 項前段）。

この場合，請求をした共有者が 2 人以上の場合は，按分して取得させる（1 項

後段）。

　ただし，所在等不明共有者以外の共有者が異議の届出をしたとき（2 項），

相続開始時から 10 年を経過していないとき（3 項）は，この裁判をすること

ができない。

　これでは，所在等不明共有者の不利益になりうる。そのため，まず，所在等

不明共有者の持分について，上記裁判の申立てがなされていること等について

公告をしなければならないとした（非訟事件手続法 87 条 2 項以下）。次に，共

有者が所在等不明共有者の持分を取得したときは，所在等不明共有者は，当該
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共有者に対し，当該共有者が取得した持分の時価相当額の支払を請求すること

ができるとした（4 項）。

　以上の規律は，不動産の使用・収益権が数人の共有に属する場合に準用され

ている（5 項）。

　９-２　所 在等不明共有者の持分の「譲渡」（民法 262条の 3） 

─第三者への一括譲渡のために

　不動産が数人の共有に属する場合に，他の共有者が不明，又は所在不明のと

きは，裁判所は共有者の請求により，「所在等不明共有者」以外の共有者の全

員が特定の者に，持分の全部譲渡を条件として，所在等不明共有者の持分を当

該特定の者に譲渡する権限を付与する旨の裁判をすることができる制度が創設

された（1 項）。ただし，相続開始時から 10 年を経過していないときは，この

裁判をすることができない（2 項）。

　これでは，所在等不明共有者の不利益になりうる。そのため，まず，所在等

不明共有者の持分について，上記裁判の申立てがなされていること等について

公告をしなければならないとした（非訟事件手続法 88 条 2 項による 87 条 2 項

等の準用）。次に，共有者が所在等不明共有者の持分を第三者に譲渡したとき

は，所在等不明共有者は，当該共有者に対し，持分不動産の時価相当額を所在

等不明共有者の持分に応じて按分して得た額の支払を請求することができると

した（3 項）。

　以上の規律は，不動産の使用・収益権が数人の共有に属する場合に準用され

ている（4 項）。

 （続）


